
岩美町地域こどもの生活支援強化事業補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、岩美町地域こどもの生活支援強化事業補助金

（以下「補助金」という。）の交付について、岩美町補助金等交付

規則（平成１１年３月２４日岩美町規則第５号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（交付目的）  

第２条  補助金は、多様かつ複合的な困難を抱えるこどもたちに対

し、既存の福祉・教育施設に加え、地域にある様々な場所の活用

を促して、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供

場所を設けるとともに、支援が必要なこどもを早期に発見し、行

政等の適切な支援機関につなげる仕組みをつくることによって、

こどもに対する地域の支援体制を強化することを目的として交付

する。  

（補助金の交付）  

第３条  町長は、前条の目的の達成に資するため、別表第１欄に掲

げる事業（以下「補助事業」という。）を行う同表第２欄に掲げる

事業者（以下「補助事業者」という。）に対し、予算の範囲内で補

助金を交付する。  

２  補助金の額は、補助事業に要する別表第３欄に掲げる経費（以

下「補助対象経費」という。）の実支出額（ただし、食糧費は、同

表の第３欄に定める上限額と比較して少ない方の額を限度とす

る。）から当該事業に伴う食事やレクリエーション等の実費相当額

としての徴収金、対象事業のための寄附金及びその他の収入の額

を控除した額の合計額に、同表第４欄に定める率を乗じて得た額

（千円未満の端数は切り捨てる。）以内で算定し、同表第５欄に掲

げる額を限度とする。  

３  補助金は、第５条による交付決定の時期にかかわらず、第４条

第１項ただし書きの場合を除き、交付決定日の属する年度の４月

１日から３月３１日までの補助事業に要する経費の額を補助の対

象とする。  

４  補助事業者は、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第

６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施に当たっては、県内事

業者への発注に努めなければならないこととし、補助対象経費の
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うち委託費については、県内事業者が実施したものに限ることと

する。ただし、やむを得ない事情で県内事業者への発注が困難と

町長が認めた場合については、この限りでない。  

（交付申請の時期等）  

第４条  補助金の交付申請は、原則として毎年６月末日までに行わ

なければならない。ただし、年度の中途で新規に事業を実施する

場合は、事業実施の３０日前までに行わなければならない。  

２  規則第５条の交付申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に

掲げる書類は、それぞれ様式第１号、様式第２号及び様式第３号

によるものとする。  

（交付決定の時期）  

第５条  補助金を交付すべきものと認めたときは、すみやかに補助

金の交付の決定をするものとする。  

２  補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。  

（変更を要しない承認等）  

第６条  規則第１０条第１項の町長が別に定める変更は、別表第６

欄に定めるもの以外の変更とする。  

２  第５条第１項及び第２項の規定は、変更等の承認について準用

する。  

３  規則第１０条の変更交付申請書に添付すべき書類は、様式第１

号、様式第２号及び様式第３号によるものとする。  

（実績報告の時期等）  

第７条  規則第１７条の規定による実績報告書に、様式１号、様式

２号及び様式第３号を添付して、補助事業の完了した日から３０

日又は、補助金の交付決定のあった年度の翌年度４月１０日のい

ずれか早い期日までに提出するものとする。  

（補助金の交付請求）  

第８条  規則第２０条の補助金の交付の請求をしようとするときは、

補助金等交付請求書を町長に提出するものとし、規則第２０条第

３号に規定する補助金等の受入額調書は、様式第５号のとおりと

する。  

（事業継続努力義務）  

第９条  別表第３欄に掲げる（１）事業立上経費の支援を受けた者

は、当該事業を５年間継続して事業実施するよう努めなければな

らない。  
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２  前項に規定する事業実施期間内において、毎年、事業の運営に

係る状況を、様式第６号により、事業完了日の翌４月１０日まで

に町長に報告するものとする。ただし、運営経費の補助を受けて

いる場合は、当該年度の実績報告書にかえることができる。  

３  第１項に規定する事業実施期間内に、当該事業を休止若しくは

廃止又は事業内容を著しく変更（以下「休止等」という。）しよう

とするときは、あらかじめ理由、予定日及びその他必要な事項に

ついて様式第７号により町長に届け出て、事業の休止等に関する

協議を行うものとする。  

（財産の処分制限）  

第１０条  第５条第１項の規定は、規則第２５条の承認について準

用する。  

（交付決定の取消し等）  

第１１条  町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると

認めたときは、額の確定の有無にかかわらず、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消し、すでに補助金が交付されていると

きは、その返還を命ずることができる。  

（１）補助金を他の用途に使用したとき。  

（２）補助金交付決定の内容、条件、対象事業の遂行及び事業の

継続等について、規則、実施要領及び本要綱の規定に従わない

とき。  

２  前項の補助金の返還額は、事業継続年数を勘案し、町長が定め

るものとする。  

３  第１項の補助金の返還は、当該命令のなされた日から起算して

１５日以内に行わなければならないものとし、期限内に納付がな

い場合は、未納に係る期間に応じて、年１０．９５％の割合で計

算した遅延金を徴するものとする。  

（帳簿の整備等）  

第１２条  補助事業者は、補助事業に係る収支を記載した帳簿を設

けると共にこの証拠となる書類を補助事業終了年度の翌年度から

起算して５年間保存するものとする。  

（その他）  

第１３条  規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付に

ついて必要な事項は、町長が別に定める。  
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附  則  

この要綱は平成３０年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、平成３０年６月８日から施行する。なお、改正前に

補助金の交付の決定が行われた事業については、改正後の要綱を適

用する。  

 

附  則  

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

 


